
CEOメッセージ

次なる未来創造に向けて

挑戦を続けていく

という決意を込めて
代表取締役社⻑
Co-CEO（共同最⾼経営責任者）

川邊 健太郎
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世界に類を⾒ない複合サービスの連携により
今までにないユーザー体験を実現します
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⼈財や研究開発への積極投資とともに
ESG経営の強化にも注⼒します
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より多くの「⾃由⾃在」を実現するために
さらなるチャレンジを続けていきます
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オンラインとオフラインのデータ統合による価値創造で、収益の拡⼤・多層化、売上収益の2桁成
⻑へ

成⻑戦略の概要と進捗
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新たな価値創造によるマネタイズ

組織再編によりポートフォリオ経営の⼟台を構築するとともに、ユーザー情報の横断的把握に基づ
く新サービスの提案にも注⼒
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メディア：統合マーケティングソリューションの推進
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コマース：eコマース取扱⾼の拡⼤に向けた取り組み
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Fintech：PayPayの拡⼤とシナリオ⾦融サービスの展開
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データソリューション：ビッグデータを課題解決につなげるサービスを提供
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2019年度に蒔いた種を育てる1年に
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2019年度に蒔いた種を育てる1年に
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CFOメッセージ

財務規律を守りながら

未来に向けた成⻑投資を推進し、

持続的な成⻑を実現する
常務執⾏役員
GCFO（最⾼財務責任者）

坂上 亮介

22



23



24



買収先とのコミュニケーションを深化させ
シナジー創出を追求していきます

戦略領域への⼈材・マーケティング投資と
ICT投資を強化していきます
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EBITDA有利⼦負債倍率2.5〜3倍を⽬安に
バランスシート管理を徹底しています

シナジーの追求による利益を最⼤化し
資本効率を⾼めていきます
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持続的な成⻑を通して
株式トータルリターンの向上に努めます
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シナジー創出で顧客基盤を拡⼤し、利⽤者に適したサービスの提供を加速

特集：組織再編とM＆Aの実施
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柔軟かつ迅速な意思決定を可能にし、グループ全体で連携を強化
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3つの観点から事業の強化を図り、さらなる成⻑へ
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両社顧客基盤の相互送客による集客⼒の向上

ファッション領域のさらなる強化

利⽤者の利便性向上

LINEグループとの連携で、社会や産業をアップデートする⾰新的なモデルの創出へ

経営統合の主な⽬的
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PCインターネットサービスでNo.1（1996年度〜）

価値創造の軌跡
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スマートフォンシフトの推進（2012年度〜）

コマース事業の拡⼤（2013年度〜）

データの横断利活⽤の推進（2018年度〜）

価値創造を⽀える独⾃の競争優位性
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優位性１：国内最⼤級の利⽤者基盤

優位性2：ユーザーアクションを⼀貫してカバーする多様なサービス群

優位性3：質の⾼いマルチビッグデータ
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利益創出と社会課題解決を両⽴するソリューションを創出し、グループミッション「UPDATE
THE WORLD」の実現を図る

価値創造プロセス
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社会ニーズに的確に応える新たな事業・サービスを創出

サービス間連携により利⽤者体験を向上

サービス間の相互送客を推進

領域を超えた横断的なデータ利活⽤を推進

プライバシーの尊重、情報セキュリティ強化
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⼈財パフォーマンスの最⼤化

技術基盤の強化

リスクマネジメントの徹底

ガバナンス体制の強化
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環境負荷の低減（気候変動対策）
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コマース事業の
概況

コマース事業

42



2019年度実績

市場環境の認識
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成⻑戦略の基本⽅針
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事業戦略の進捗と⾒通し

2019年度の実績

2020年度の重点施策
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メディア事業の
概況

メディア事業
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2019年度実績

市場環境の認識
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成⻑戦略の基本⽅針
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事業戦略の進捗と⾒通し

2019年度の実績

2020年度の重点施策
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ユーザーファーストで
⼈々の⽣活を⽀援し、
新たな社会課題の解決に貢献

特集：新型コロナウイルス感染症への対応
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迅速なテレワーク移⾏によって従業員の安全と事業継続を両⽴

マネジメントの積極的な情報発信で
社内のコミュニケーションを“密”に
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情報の伝達と共有のルートを明確化し、グループ全体でコロナ対策を推進
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ユーザーや社会が今、最も求めているサービスを提供
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提供サービス例（リンク集）
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